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富里市第2次行政改革行動計画

1 策定目的

2 計画期間
平成15年度から平成17年度までの3年間とする。

3 策定方針
(1)

(2)

(3)

(4)

4 数値目標
①　経常収支比率を　　　80　　 パーセント台とする。

②　年間市債発行額を　　７ 　　億円以内とする。
（年間市債発行額は，臨時財政対策債等の特例地方債を除く。）　

③　市税徴収率を　　　　96.64　パーセント以上とする。

④　改革による削減額　　　　　　１億３千万円

　この行動計画は，平成15年10月に策定した「富里市第2次行政改革大綱」
で定めた行政改革推進の重点項目である「開かれた行政と協働のまちづく
り」，「効率的な行政運営の推進」，「効率的な財政運営の確立」に基づき，行
政改革を積極的かつ計画的に取組むためのものである。

　行動計画の進捗状況については，行政改革懇談会に意見を求めると
ともに市民への公表を行う。

　行動計画は，富里市第2次行政改革大綱における重点項目の推進方
針に基づき具体的方策を推進する。

　行動計画は，改革方策ごとに具体的改革項目，改革内容，担当課，
目標年度，数値目標等を定める。

　行動計画は，社会情勢の変化や財政状況の推移等を見定めつつ，
適宜改革項目の追加や変更を行う。



1 開かれた行政と協働のまちづくり 12

(1) 開かれた行政の推進 8

(2) 市民との協働の推進 4

2 効率的な行政運営の推進 41

(1) 事務事業の見直し 29

① 事務事業の整理合理化 11

② 市民サービスの向上 11

③ 行政の情報化 7

(2) 組織体制の充実 11

① 組織機構の整備 7

② 人材の育成 4

(3) 行政評価の導入 1

3 効率的な財政運営の確立 34

(1) 経費の節減 22

(2) 自主財源の確保 12

合　　計 87

担当課名中の　※　は項目の取りまとめ課を表す。

目標年度中の　◎　は実施を表す。

目標年度中の　○　は検討を表す。

目標年度中の　→　は継続を表す。

行動計画改革項目数



1 開かれた行政と協働のまちづくり
(1) 開かれた行政の推進

1 ホームページの充実 … 6
2 交際費支出状況の公表 … 6
3 市民懇談会の開催 … 6
4 出前講座の開設 … 6
5 市民ふれあいアンケートの実施 … 6
6 行政資料の充実 … 6
7 議会中継の実施 … 6
8 行政改革の進捗状況の公表 … 6

(2) 市民との協働の推進
1 地域活動の支援 … 7
2 公募委員の拡大 … 7
3 郵便局，新聞店等との連携 … 7
4 救命講習の受講促進 … 7

2 効率的な行政運営の推進
(1) 事務事業の見直し
① 事務事業の整理合理化
1 学校給食センター運営見直し … 8
2 徴収業務の効率化 … 8
3 社会体育館の貸出し業務委託 … 8
4 財政援助団体への行政関与の見直し … 8
5 障害者台帳システムの導入 … 8
6 敬老会の見直し … 8
7 文書の管理方法の見直し … 8
8 福祉センターの運営見直し … 8
9 ＩＳＯ導入についての調査・研究 … 9
10 消防団の見直し … 9
11 職員提案制度の充実 … 9

② 市民サービスの向上
1 市民課窓口業務の延長 … 10
2 接遇の改善 … 10
3 住民票の休日交付 … 10
4 勤務時間の振替(フレックスタイム制)の導入 … 10
5 公共施設のインターネット予約システムの検討 … 10
6 出張所の取扱い業務の拡大 … 10
7 時間外保育の充実 … 10
8 保育園の一時保育の拡大 … 10
9 総合窓口（ワンストップサービス）の推進 … 11
10 全職員に救命講習を実施 … 11
11 出産育児金受領委任払制度の実施 … 11

目　　　　　　次



③ 行政の情報化
1 例規集の電算化 … 12
2 携帯電話への情報発信の充実 … 12
3 電算システムの見直し … 12
4 庁内ＬＡＮシステムの充実 … 12
5 会議室予約システムの導入 … 12
6 電算化に対応する例規の整備 … 12
7 全庁型の議会会議録検索システムの導入 … 12

(2) 組織体制の充実
① 組織機構の整備
1 組織の見直し … 13
2 定員適正化計画の見直し … 13
3 審議会等の見直し … 13
4 人事評価システムの検討 … 13
5 監査体制の充実 … 13
6 職員応援制度の整備 … 13
7 消防勤務体制の検討 … 13

② 人材の育成
1 職員研修の充実 … 14
2 女性管理職の登用 … 14
3 民間研修の検討 … 14
4 昇級試験の見直し … 14

(3) 行政評価の導入
1 行政評価の導入 … 15

3 効率的な財政運営の確立
(1) 経費の節減

1 時間外勤務手当の削減 … 16
2 非常勤特別職報酬の見直し … 16
3 旅費の見直し … 16
4 特殊勤務手当の見直し … 16
5 公共施設の経費削減 … 16
6 コピー用紙の削減 … 16
7 庁舎警備業務の見直し … 16
8 加除式書籍購入の見直し … 16
9 市税，国民健康保険税口座振替納付済通知の見直し … 17
10 庁車の見直し … 17
11 公園管理の民間委託 … 17
12 契約方法の見直し … 17
13 ＰＦＩ方式の検討 … 17
14 公共工事のコスト縮減 … 17
15 消防被服の見直し … 17
16 消防団車両配備計画の策定 … 17
17 選挙事務における執行管理の見直し … 17
18 農林業センターの見直し … 17
19 広報のタブロイド化 … 17
20 補助金の見直し … 18
21 市債発行の抑制 … 18
22 経常収支比率の適正化 … 18



(2) 自主財源の確保
1 企業誘致の促進 … 19
2 市有地の有効活用 … 19
3 施設使用料の見直し … 19
4 ごみ処理費用の有料化 … 19
5 下水道料金の見直し … 19
6 水道料金の口座振替推進 … 19
7 公民館講堂を文化会館的施設に転用 … 19
8 市税の徴収率向上 … 19
9 国民健康保険税の徴収率向上 … 20
10 保育料の徴収率向上 … 20
11 介護保険料の徴収率向上 … 20
12 給食費の徴収率向上 … 20



1 開かれた行政と協働のまちづくり
(1) 開かれた行政の推進

H15 H16 H17

1 ホームページの充実
市政に関する多くの情報を迅速に公表するため，ホームページ掲載情
報の充実を図る。

　企画課 ○ ◎ →

2 交際費支出状況の公表
市長，議会議長，教育長，農業委員会会長，消防長，消防団長の交際
費の支出状況を公表する。

※総務課
　関係課

◎ ◎ →

3 市民懇談会の開催
市政運営に関する意見や要望を広く把握するため，市民懇談会を開催
する。

　企画課 ◎ → →

4 出前講座の開設
市民が知りたい制度や行政システムなどを職員が直接出向いて説明す
る出前講座を開設する。

　企画課 ○ ○ ◎

5 市民ふれあいアンケートの実施
迅速に市民の意向を把握するため，市民200人を登録して，臨時的，簡
易的なアンケートに協力を願う。

　企画課 ◎ → →

6 行政資料の充実
コイン式コピー機が設置されている図書館内の行政資料コーナーの充
実を図る。

　図書館 ◎ → →

7 議会中継の実施
開かれた議会運営に努めるため，議会中継を市役所ロビーで放送す
る。

　議会事務局 ◎

8 行政改革の進捗状況の公表 行政改革に係る取組状況を市民に分りやすく公表する。 　企画課 ◎ → →

公正で開かれた市政と市民の市政参加をより一層促進するためには，行政情報の公開・提供が不可欠であることから，迅速で詳細な情報提
供に努めます。
また，市政への意見や要望を広く求め，市民の声を生かした行政運営を推進するために，広報広聴機能の充実に努めます。

番号 項　　　　目 内　　　　　容 担当課名
目標年度



1 開かれた行政と協働のまちづくり
(2) 市民との協働の推進

H15 H16 H17

1 地域活動の支援
地域活動の自主性，自立性を尊重しながら，活動支援の充実と市民と
の協働を促進するため，ボランティアやＮＰＯ法人等の支援に努め
る。

※行政改革推進室
　関係課

◎ → →

2 公募委員の拡大
審議会等の委員の選任については，公募枠の拡大に努めるとともに女
性委員の登用率向上を図る。

※行政改革推進室
　関係課

○ ◎ →

3 郵便局，新聞店等との連携
郵便局や新聞店等と連携し，独居老人の見守りや不法投棄の通報など
の協力体制を整える。

　社会福祉課
　環境課

◎ → →

4 救命講習の受講促進
救急隊が現場に到着するまでの間の応急手当が，救命に大きな効果が
あることから，救命講習の受講者増員を目指す。

　消防本部 ◎ → →

市民と行政との協働の関係を構築するために，開かれた市政の推進を図り，市民の市政への参画機会の拡充に努めます。
各種審議会等の構成員については，公募委員の拡大や女性の選任率向上を図り，市民全体の意見が反映されるように努めます。
さらに，ボランティアやＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）等の活動推進を図り，より多くの市民が参加できる仕組みづくりを推進しま
す。

番号 項　　　　目 内　　　　　容 担当課名
目標年度



2 効率的な行政運営の推進
(1) 事務事業の見直し
① 事務事業の整理合理化

H15 H16 H17

1 学校給食センター運営見直し 施設の一元化や民間委託等について検討する。 　学校教育課 ○ ○ ○

2 徴収業務の効率化
税徴収部門の更なる連携を進め，滞納処分等に係る業務を一本化す
る。

　税務課
　国保年金課

○ ◎

3 社会体育館の貸出し業務委託 体育館の貸出し業務を委託する。 　生涯学習課 ◎

4
財政援助団体への行政関与の見直
し

市が事務局となっている財政援助団体の活性化のため，自立を推進す
る。

※行政改革推進室
　関係課

○ ◎ →

5 障害者台帳システムの導入 障害者台帳システムを導入する。 　社会福祉課 ◎

6 敬老会の見直し 敬老会の開催方法等について検討を行う。 　社会福祉課 ○ ○ ◎

7 文書の管理方法の見直し
一般文書や台帳・帳票等を効率的に管理・保存するため，電子化を検
討する。

　総務課 ○ ○ ○

8 福祉センターの運営見直し
福祉センターの管理については，委託を含め効率的な運営方法につい
て見直す。

　社会福祉課 ○ ○ ◎

事務事業については，新たな行政課題や市民ニーズの変化に的確に対応し，初期の目的を達成したもの，必要性の薄れたもの，時代の要請
に合わなくなったものなどを再点検し，廃止，縮小，民間委託等を含めた見直しに努めます。

番号 項　　　　目 内　　　　　容 担当課名
目標年度



H15 H16 H17
番号 項　　　　目 内　　　　　容 担当課名

目標年度

9 ＩＳＯ導入についての調査・研究 ＩＳＯ認証取得についての調査・検討を行う。 　企画課 ○ ○ ◎

10 消防団の見直し 消防団員定数の見直しを行う。 　消防本部 ○ ○ ◎

11 職員提案制度の充実 職員提案制度の充実を図る。 　企画課 ○ ◎ →



2 効率的な行政運営の推進
(1) 事務事業の見直し
② 市民サービスの向上

H15 H16 H17

1 市民課窓口業務の延長
市民課窓口業務を週に一度程度時間延長して行い，住民票や印鑑証明
の交付を行う。

　市民課 ○ ◎ →

2 接遇の改善
市民に親しまれる市役所を目指して，窓口業務や電話対応など接遇の
改善を図る。

　総務課 ◎ → →

3 住民票の休日交付 住民票の交付予約を電話等で受け，休日に日直が交付する。 　市民課 ◎

4
勤務時間の振替(フレックスタイ
ム制)の導入

窓口等における開設時間の延長により，市民の利便性を図るためフ
レックスタイム制を導入する。

　総務課 ○ ◎

5
公共施設のインターネット予約シ
ステムの検討

公共施設のインターネット予約システムの導入を検討する。 　企画課 ○ ◎

6 出張所の取扱い業務の拡大
市民の利便性の向上を図るため，日吉台出張所での取扱い業務の拡大
を検討する。

※市民課
　関係課

○ ◎ →

7 時間外保育の充実 保護者の多様な勤労形態に対応して，現行の延長保育の充実を図る。 　社会福祉課 ◎

8 保育園の一時保育の拡大
保護者の傷病等による緊急時の保育に対応するため一時保育の充実を
図る。

　社会福祉課 ◎

質の高い行政サービスを提供するため，窓口サービス等において市民の立場に立った誠実な対応に徹するとともに，申請・届出に伴う手続の
簡素化・迅速化を推進し，市民の利便性の向上に努めます。

番号 項　　　　目 内　　　　　容 担当課名
目標年度



H15 H16 H17
番号 項　　　　目 内　　　　　容 担当課名

目標年度

9
総合窓口（ワンストップサービ
ス）の推進

転出入に伴う関係手続き（小中学校転入学手続き，国民健康保険，老
人医療費，児童手当等）のワンストップサービスを推進するための体
制づくりを検討する。

※市民課
　関係課

○ ○ ◎

10 全職員に救命講習を実施
災害時や事故時等に職員の活躍が期待できように，全職員に救命講習
を実施する。

※総務課
　消防本部

◎ → →

11 出産育児金受領委任払制度の実施
出産に係る被保険者の一時的な負担を軽減するため，市が直接出産育
児金を医療機関等へ支払う。

　国保年金課 ◎



2 効率的な行政運営の推進
(1) 事務事業の見直し
③ 行政の情報化

H15 H16 H17

1 例規集の電算化 全庁的な法制執務の合理化を図るため，加除式例規集を電算化する。 　総務課 ◎

2 携帯電話への情報発信の充実 携帯電話版ホームページを充実させる。 　企画課 ◎ → →

3 電算システムの見直し
各セクションで個別に設置されている電算システムについて，改めて
管理コストを含むシステムの適正化と総合化を進め，合理的で効率的
な運用を図る。

　企画課 ○ ◎ →

4 庁内ＬＡＮシステムの充実
庁内ＬＡＮシステムを活用した情報の共有化や電子決裁など新しい事
務処理形態の検討を行う。

　企画課 ◎ → →

5 会議室予約システムの導入 会議室の一元予約システムを導入する。 　企画課 ◎

6 電算化に対応する例規の整備
電算化の推進により予想される各種電子申請や電子決裁などに対応す
るように例規等の見直しを行う。

　総務課 ○ ○ ○

7
全庁型の議会会議録検索システム
の導入

事務の効率化を図るため，議会会議録検索システムを庁内で共有でき
るようにする。

　議会事務局 ○ ○ ○

ＩＴ（情報通信技術）の活用は，行政事務の効率化，情報の受発信，行政サービスの向上を図るための有効な手段であることから，個人情
報の保護に十分配慮しながら，積極的に取り入れ行政の情報化を推進します。

番号 項　　　　目 内　　　　　容 担当課名
目標年度



2 効率的な行政運営の推進
(2) 組織体制の充実
① 組織機構の整備

H15 H16 H17

1 組織の見直し
効率的で効果的な行政運営を行うため，各職場の事務量の把握などを
行い，常に適正な組織形成に努める。

　総務課 ◎ → →

2 定員適正化計画の見直し
事務事業の整理統合，ＯＡ化，民間委託などを総合的に考慮した新た
な定員適正化計画を作成する。

　総務課 ◎ → →

3 審議会等の見直し
設置義務のあるもの以外は，効率的な行政運営の観点から必要性を精
査し，整理・合理化を図る。

※行政改革推進室
　関係課

○ ◎ →

4 人事評価システムの検討 給与や昇級等に反映させるための人事評価システムを検討する。 　総務課 ○ ○ ◎

5 監査体制の充実 専門技術分野の委託を行い，監査機能の充実・強化を図る。 　監査委員事務局 ◎ → →

6 職員応援制度の整備
組織人事の弾力化や柔軟な人材配置の観点から，職員の応援等による
業務執行が効果的に行えるよう，応援体制の整備を図る。

　総務課 ◎ → →

7 消防勤務体制の検討 消防業務の合理化を図るため，２部制と３部制の比較検討を行う。 　消防本部 ○ ○ ◎

新たな行政課題や市民ニーズに即応した施策を円滑に遂行できるよう，適時必要な見直しを行い，市民から見てわかりやすい簡素で効率的
な組織機構の整備に努めます。

番号 項　　　　目 内　　　　　容 担当課名
目標年度



2 効率的な行政運営の推進
(2) 組織体制の充実
② 人材の育成

H15 H16 H17

1 職員研修の充実
自覚と責任を持って積極的に職務を遂行し，コスト意識やチャレンジ
精神を持った能力と意欲ある職員を育成するため，研修体制の充実を
図る。

　総務課 ◎ → →

2 女性管理職の登用
女性職員の勤務意欲や管理監督能力の向上のため積極的な女性管理職
の登用を目指すとともに育成に努める。

　総務課 ◎ → →

3 民間研修の検討 民間企業への派遣研修及び民間企業からの講師派遣等を検討する。 　総務課 ○ ◎ →

4 昇級試験の見直し 職員の昇級試験を管理職昇級時にも実施する。 　総務課 ○ ○ ○

行政改革の実施にあたっては，職員一人ひとりが自覚と責任を持って取り組むことが最も大切であることから，企業的なコスト意識やチャ
レンジ精神など職員の意識改革を進めます。
また，新たな行政課題へ積極的に対応するために，政策形成能力，法制能力，情報処理能力等を備えた人材の育成に努めます。

番号 項　　　　目 内　　　　　容 担当課名
目標年度



2 効率的な行政運営の推進
(3) 行政評価の導入

H15 H16 H17

1 行政評価の導入
市政の透明性を高め，市民の市政に対する理解の促進及び効果的・効
率的な行政運営を実現するため行政評価を導入する。

　企画課 ○ ◎ →

限られた財源の中，事務事業全般にわたり，最小の経費で最大の効果があがっているか，市が何を実施するのが適当であるか，市民に理解
の得られる行政サービスであるかなど，事業の妥当性・効率性・有効性を客観的に評価する仕組みの確立を図る必要があることから，行政
評価を導入します。

番号 項　　　　目 内　　　　　容 担当課名
目標年度



3 効率的な財政運営の確立
(1) 経費の節減

H15 H16 H17

1 時間外勤務手当の削減
週休日の振替やノー残業デーの徹底，フレックスタイム制の導入など
により時間外勤務手当の削減を図る。

　総務課 ◎ → →

2 非常勤特別職報酬の見直し 会議の実時間を問わない日額報酬は，半日分の報酬制度に見直す。 　総務課 ○ ◎

3 旅費の見直し 厳しい財政状況，社会情勢を配慮し，出張旅費は日当を廃止する。 　総務課 ◎

4 特殊勤務手当の見直し
特殊勤務手当については，制度本来の趣旨を踏まえつつ，全般的な見
直しを行う。

　総務課 ○ ◎ →

5 公共施設の経費削減
市役所や学校等の公共施設においては経常的経費(光熱水費など)の更
なる節減に努める。

※行政改革推進室
　関係課

◎ → →

6 コピー用紙の削減
コピー用紙再利用ボックスを設置し，ミスコピーの再利用を徹底する
とともに，コピー用紙削減の目標を設定する。

　財政課 ◎ → →

7 庁舎警備業務の見直し 市庁舎の警備体制を2名警備から1名警備と機械警備の併用とする。 　財政課 ◎

8 加除式書籍購入の見直し
インターネットを活用することで加除式書籍の加除代が不要となるも
のを見直す。

　総務課 ◎ → →

厳しい財政状況のもと，財政運営の健全化を図るため，人件費を含む経費全般について徹底的な見直しを行います。
また，補助金等については，行政の責任分野，経費負担のあり方，行政効果等を精査のうえ，整理合理化を進めます。

番号 項　　　　目 内　　　　　容 担当課名
目標年度



H15 H16 H17
番号 項　　　　目 内　　　　　容 担当課名

目標年度

9
市税，国民健康保険税口座振替納
付済通知の見直し

納期ごとに発送している納付済通知を廃止する。
　税務課
　国保年金課

◎

10 庁車の見直し
庁車の一元予約システムを導入するとともに，可能な範囲で小型化・
低公害化車両の導入に努める。

※財政課
　関係課

○ ◎ →

11 公園管理の民間委託
公園管理業務を施設管理職員と臨時職員対応から民間委託に切り替え
る。

　都市計画課 ◎

12 契約方法の見直し
随意契約を結んでいる継続的な業務委託を更に検証し，積極的に競争
入札を実施する。

※財政課
　関係課

○ ◎ →

13 ＰＦＩ方式の検討
民間の資金・経営能力及び技術的能力を活用した新たな手法としてＰ
ＦＩ方式を検討する。

※企画課
　関係課

○ ○ ◎

14 公共工事のコスト縮減
調査・設計・発注・施工の各段階における事業システムを総点検し，
公共工事のコスト縮減を図る。

※行政改革推進室
　関係課

◎ → →

15 消防被服の見直し
消防職員の被服貸与を、期間による貸与からより効率的な貸与方法に
見直す。

　消防本部 ○ ○ ◎

16 消防団車両配備計画の策定 消防団車両配備の適正化計画を策定する。 　消防本部 ○ ○ ◎

17
選挙事務における執行管理の見直
し

選挙の執行管理における事務効率の向上を図るため，事務従事者につ
いて外部人材活用の可能性を検討し，可能な部分について導入する。

　総務課 ○ ○ ○

18 農林業センターの見直し 農林業センターの経費負担のあり方について協議を進める。 　産業経済課 ○ ○ ◎

19 広報のタブロイド化
広報をタブロイド判に変更し，紙面の拡大と発行コストの削減を図
る。

　企画課 ◎



H15 H16 H17
番号 項　　　　目 内　　　　　容 担当課名

目標年度

20 補助金の見直し
補助金審査基準を作成するとともに補助金審査検討委員会等を組織
し，補助金の公平，効率的な交付に努める。

　財政課 ○ ○ ◎

21 市債発行の抑制
臨時財政対策債等の特例地方債を除き，市債発行規模を原則として年
間７億円以内に抑制する。

　財政課 ◎ → →

22 経常収支比率の適正化 財政の弾力性を判断する経常収支比率を80％台とする。 　財政課 ◎ → →



3 効率的な財政運営の確立
(2) 自主財源の確保

H15 H16 H17

1 企業誘致の促進 企業誘致助成制度を導入する。 　産業経済課 ○ ◎

2 市有地の有効活用 市有土地の有効活用と処分可能な土地について検討する。
※財政課
　関係課

○ ○ ◎

3 施設使用料の見直し
受益者負担の公平性の確保の観点から施設使用料の減額・全額免除も
含め減免制度の見直しを行う。また，無料施設の有料化についても併
せて検討を行う。

※行政改革推進室
　関係課

○ ○ ◎

4 ごみ処理費用の有料化
ごみ処理に係るコストの周知を図り，ごみの減量化と再資源化を目指
すとともにごみ処理費用の有料化を検討する。

　環境課 ○ ○ ◎

5 下水道料金の見直し 受益者負担の公平性の確保の観点から料金の見直しを行う。 　下水道課 ○ ○ ◎

6 水道料金の口座振替推進 水道料金の口座振替利用率80％以上を目指す。 　水道課 ◎ → →

7
公民館講堂を文化会館的施設に転
用

公民館講堂を文化会館的施設に転用する。 　中央公民館 ○ ○ ◎

8 市税の徴収率向上
各年度において徴収率の向上に努め，平成17年度には，平成14年度徴
収率95.64％に比して１％以上の上昇を図る。

　税務課 ◎ → →

市税等の徴収率の向上に努めるとともに，受益者負担の公平性の観点から，使用料及び手数料の見直しなど自主財源の確保に努めます。
また，商工業の活性化や雇用促進などが期待できるとともに新たな財源確保の観点から積極的に企業誘致に努めます。

番号 項　　　　目 内　　　　　容 担当課名
目標年度



H15 H16 H17
番号 項　　　　目 内　　　　　容 担当課名

目標年度

9 国民健康保険税の徴収率向上
各年度において徴収率の向上に努め，平成17年度には，平成14年度徴
収率83.98％に比して１％以上の上昇を図る。

　国保年金課 ◎ → →

10 保育料の徴収率向上
各年度において徴収率の向上に努め，平成17年度には，平成14年度徴
収率97.30％に比して１％以上の上昇を図る。

　社会福祉課 ◎ → →

11 介護保険料の徴収率向上
各年度において徴収率の向上に努め，平成17年度には，平成14年度徴
収率96.86％に比して１％以上の上昇を図る。

　介護保険課 ◎ → →

12 給食費の徴収率向上
各年度において徴収率の向上に努め，平成17年度には，平成14年度徴
収率97.57％に比して1.5％以上の上昇を図る。

　学校教育課 ◎ → →




